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 本論文は、1930年代から戦時経済体制期にかけて、日本の機械金属工業における下請
・協力工業の展開を実証的に分析している。本書全体の構成は以下の通り。 

 序章  課題と問題意識 

 第１章 1930年代の機械工業の展開と下請工業 
 第２章 1930年代大都市の中小工業の展開と下請工業 
  －－大阪市の事例を中心に－－ 

 第３章 地方統制工業・地方工業化と下請工業 

 第４章 下請＝協力工業政策の形成(1940-41年) 
  －－下請工業の統制と機械鉄鋼製品工業整備要綱－－ 

 第５章 下請＝協力工業政策の展開と挫折(1941-45年) 
  －－「企業系列」整備－－ 

 第６章 下請＝協力工業整備の実態(1) 
  －－大阪・近畿地区『協力工場名簿』の分析－－ 

 第７章 下請＝協力工業整備の実態(2) 
  －－愛知県『協力工場台帳』の分析－－ 

 第８章 民間大企業における下請関係 

  －－東京芝浦電気と住友通信工業－－ 

 補章  戦間期の自動車部品工業と下請工業 

 終章  戦時下請・協力工業とは何だったのか 

 

 まず、序章では、「戦前における機械金属工業生産が極致に達した時期であり、多くの

中小工業が政策的に下請・協力工場として動員された時期でもあった」との位置づけに基
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づき、「1937年7月盧溝橋事件(「日華事変」)以降の戦時経済体制における機械金属工業
を中心にした下請・協力工業の実態を、発注側、受注側の動きと下請・協力工業の統制を

進めた政策的対応の二つの側面から検討し、戦時期の下請工業の歴史的位置付けを明確に

することを課題としている」こと、その課題設定を支える問題意識として、「第１に、戦

前から戦後、さらに今日までに通じる下請・協力工業問題、中小工業(中小企業)問題を展

望すること、第２に、日本の戦時経済システムの特質、さらにはそこから戦前から戦後の

日本経済システムを展望することが可能になる」との考え方があることが示されている。 

 第1章から第3章までは、1930年代の機械金属工業の展開とそのもとでの下請工業の分
析にあてられる。「戦時期」と題する本論文が1930年代から分析を始める意味について
著者は、下請工業の役割が実態面でも政策面でも重視されるようになったのは1930年代
半ばであり、それが先行する下請問題への対応であった点で、戦時期と1930年代前半期
との連続面を重視すると説明している。 

 第1章は、昭和恐慌からの回復過程で進展する重工業化のもとで中小工業の増加がどの
ように進んだのかを明らかにし、その中で展開する下請関係の実態を商工省『工業統計

(工場統計表)』『機械器具外注状況調』等を使いながら描いている。また、盧溝橋事件直

後における民間大工場の下請関係について『小宮山琢二文書』を用いて検討している。第

2章では、大阪市の中小工業や下請関係を取り上げ、重工業化と中小工業の増加がどうい
った形で進み、盧溝橋事件以降の条件変化がそうした中小工業に対してどのような影響を

与えたのか、第3章では、日中戦争期以降の下請=協力工業政策の一つの源である地方統
制工業、地方工業化について各地の地方工業化委員会や工業組合に関する資料を使いなが

ら、政策と実態が考察される。 

 以上の考察から、1930年代前半期に重工業化が進展するなかで中小工業としての機械
金属工業が量的に拡大していたこと、その中に下請関係が見出されるものの、その内実は

発注工場との取引関係が直接的で、階層的な分業関係に乏しく、かつその場限りの取引で

あること、発注者側から見れば専属と非専属の下請関係が併存し、組合を介した組織化が

進んでいないなど、下請制としては未成熟な部分を残していたことが明らかにされる。小

宮山のいう「範疇としての下請工業」は未成立であったというのが著者の主張である。こ

のような関係は、日中戦争期になると政策的にも問題視され、地方工業化の推進の中で下

請工業へと組織化が進むなど、解決の方向が模索されることになる。 

 続く、第4章、第5章では、盧溝橋事件以降の戦時統制経済下で下請工業がどのように
位置づけられ、下請=協力工業政策が形成され、展開していくのかが詳細に分析される。
このうち第4章では、経済統制が強化される中で、中小工業統制、下請工業統制が展開し、
戦時期の下請=協力工業政策の本格的な起点となる1940年12月の機械鉄鋼製品工業整備要
綱へと発展していく過程が追求される。これを受けて第5章では、機械鉄鋼製品工業整備
要綱でモデル化された戦時期の下請=協力工業整備が現実にはなかなか進展せず、修正さ
れ、柔軟化していく過程が明らかにされるとともに、1943年以降の戦局悪化と航空機生
産の重点化に対応して新たに「企業系列化」という名のもとに下請=協力工業整備が進め
られていくことが明らかにされた。 

 以上が主として戦局に対応した政策目的の変化を前提とした政策サイドからの検討であ

るのに対して、第6章から第8章は、実際の下請・協力関係や政策的に進められた下請=協
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力工業整備の実態に迫ろうとしている。そのため、第6章では、大阪の下請=協力工業整
備の実態を『協力工場名簿』から検討し、短期間に大幅な変更を余儀なくされていったこ

とを明らかにした。第7章では、愛知県の『協力工場台帳』を素材として、航空機メーカ
ーを中心にした1次、2次などの階層的な下請=協力工業整備が発注工場に与えた影響など
が具体的に分析され、第8章では、民間大工場の下請協力関係の事例として、東京芝浦電
気(東芝)と住友通信工業(日本電気)の下請関係が検討されている。 

 なお、補章は、第二次大戦後の下請・サプライヤシステムの代表的存在として取り上げ

られることの多い自動車産業を素材に、戦時にかけての変容を検討し、日本のような後発

国では特に部品工業の形成と下請関係の形成に時間的ズレがあったこと、さらに戦時期に

は航空機との関係が重視されたために、自動車生産の分業構造は崩れていったことを明ら

かにしている。 

 以上の戦時期に関する検討の結果を要約し、戦後に関する展望を叙述したのが、終章で

あるが、そこで著者自らが指摘している本論文が明らかにした主要な論点は次のようなも

のである。 

 すなわち、第1に、潜在的生産能力不足にあった戦時動員にとって1930年代前半に拡大
していた中小工業の生産能力を動員することは不可欠であった。こうした中小工業を活用

する方策として、軍需関連部門の下請工業化が考えられたが、その前提の一つが、1934
年から展開していた地方統制工業と1935年から商工省で進められた地方工業化であった。 
 第2に、1937年の下請工業助成計画要綱に見られるような地方工業化で展開した下請工
業政策と、1940年末から展開していく本格的な戦時下請=協力工業政策は、中小工業の軍
需下請工業への動員やブローカー排除という点では連続していた。しかし、都市部を対象

とし、工業組合を通すのではなく直接発注側と下請(協力)工場との関係が問題にされたこ

となどの点で不連続であり、地方工業化下請工業政策が、統制工業という形で1940年代
に継承されるものの、その役割は限定的であった。 

 第3に、1940年12月の機械工業鉄鋼製品工業整備要綱以降になると、機械工業生産の効
率化、高度化という政策課題を実現するために指定制度による協力関係を目指した点では、

1930年代前半からの下請問題の解決も図ろうとしたものであった。しかし、混乱した軍
需生産のもとで発注側も下請(協力)工場側も機会主義的な対応をとることが多く、この現

実を政策も受け入れるほかなかった。この時期には専属的安定的な関係が効果的とはいえ

なかったからである。 

 第4に、1943年7月の戦力増強企業基本整備要綱以降になると、航空機産業中心の工業
動員が展開し、企業系列整備が目指されることになる。しかし、強引な企業系列整備は逆

に分業関係を錯綜させるなど、想定された戦時下請・協力工業のモデルが実現することな

く終わった。このような変遷を伴った戦時期の下請工業政策は、その実態とは乖離があっ

たが、加えて、それが1930年代はじめに民需中心に形成され始めた下請関係の発展の可
能性を抑制したことが重視されるべきである。その可能性こそが戦後との連続面で検討す

べき課題であり、戦時期に戦後の下請・サプライヤシステムの原型を求めるのは無理があ

る。 

 

 ３ 

 3



 

 以上の内容を持つ本論文の研究史上での貢献は、次のように整理することができる。 

 第１に、実証的な面では、第二次世界大戦前の下請工業に関する政策展開と、そのもと

で展開する中小工業の実態を明らかにした点で、この論文はこれまでの研究を大きく書き

換える成果をあげた。すでに著者自身の言葉によって要約のうちに示したことと重なるが、

本論文は、政策面では、地方統制工業・地方工業化政策に起点を持つ下請工業政策が、戦

時経済の進展に伴って政策の重点を大都市の中小工業に移しながら展開する過程を、政策

構想・理念が現実的な問題解決に直面して変容する過程として描いた。また、実態面では、

機械金属工業に対象を絞り込み、協力工場に関する名簿等を用いて対象に密着し、下請関

係の変容を取引の継続性や専属性、安定性などに即して明らかにした。これらの成果は、

すでにふれたように、この時期の中小工業のあり方をかなり具体的に示すことに成功して

いるということができよう。 

 第２に、これらの実証を通して、いわゆる「戦時源流説」に対して、下請制・サプライ

ヤシステムという限定された問題領域に関してではあるが、戦時期との不連続面を強調す

ることで研究史に一石を投じたことが指摘できる。著者自身のこれまでの研究は、この点

についての考え方が必ずしも明快ではなかったが、本書ではその点について「戦時に形成

された関係を過大評価することはできないし、戦後の下請・サプライヤシステムを特徴づ

けるのであれば、高度成長期以降の経済環境と発注側、受注側双方の経営から検討してい

かなければならない」、「中小工場を大量に動員した戦時期下請・協力工業は、日本の中

小工業発展の一つの道を閉ざし、強制的に軍需生産に動員することで中小工業の近代化を

図ろうとしたプランに基づき作り上げられようとされたが、そのプランは実現することな

く、戦時生産の崩壊とともに消滅していった」と、著者の見解が明確化されるとともに、

1930年代から高度成長期にかけての連続面と、不連続面に関わる捉え方について、著者
なりの構想が示されたということができる。 

 しかし、このような貢献を認めたうえで、なお、本論文にも今後の課題として残されて

いる点がある。具体的には、戦時経済期の下請制の実態についての検討は、主として親会

社との下請関係を中心としており、そうした関係のもとでどのように生産が組織され、ど

の程度統制経済下の生産拡大が実現したのかどうかなど実証的な検討が必要であり、その

ためにはケース・スタディなどによっても補われる必要があろう。その際、著者自身が研

究史を踏まえて注目していながら実証的には十分な検討が果たされていない、中小工業の

発展過程に関わる商業資本の役割などの実証的な解明も必要となろう。また、構想として

示された戦後との関連についても、部分的には参考論文として提出された『現代日本の中

小企業』によって果たされているとはいっても、経済復興期、高度成長期など歴史的な展

開に即して具体的な分析が行われてはじめて積極的な意義をもつことになろう。 

 

 以上、なお課題を残すとはいえ、本論文が戦時期の下請工業の歴史的分析を通して、こ

れまでの研究を越える新たな知見をもたらし、日本経済史研究の発展に貢献したことは、

疑問の余地がない。従って、審査委員会は、全員一致で、植田浩史氏が博士（経済学）の

学位を授与されるに値するとの結論を得た。 
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